
鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年３月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第39号

鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下この条において「移動項等」という。）

に対応する同表の改正後の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下この条において「移動後項等」

という。）が存在する場合には、当該移動項等を当該移動後項等とし、移動後項等に対応する移動項等が存在

しない場合には、当該移動後項等（以下この条において「追加項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下この条において「移動別表細目」

という。）に対応する次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下この条にお

いて「移動後別表細目」という。）が存在する場合には、当該移動別表細目を当該移動後別表細目とし、移動

別表細目に対応する移動後別表細目が存在しない場合には、当該移動別表細目（以下この条において「削除別

表細目」という。）を削り、移動後別表細目に対応する移動別表細目が存在しない場合には、当該移動後別表

細目（以下この条において「追加別表細目」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項、号及び別表の細目の表示並びに削除別表細目を除く。以下

この条において「改正部分」という。）に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項、号及び別

表の細目の表示、追加項等並びに追加別表細目を除く。以下この条において「改正後部分」という。）が存在

する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、

当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という。）に対応する次の

表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正後表」という。）が存在する場合には、

当該改正表を当該改正後表に改め、改正表に対応する改正後表が存在しない場合には、当該改正後表を削り、

改正後表に対応する改正表が存在しない場合には、当該改正後表を加える。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語 第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 る。

(１)～(11) 略 (１)～(11) 略

(12) 課内室長 組織規則第６条の表内部組織の (12) 課内室長等 組織規則第６条の表内部組織

欄に掲げる情報システム管理室、草の根自治支 の欄に掲げる情報システム管理室、草の根自治

援室、公益法人・団体指導室、県史編さん室、 支援室、公益法人・団体指導室、県史編さん室、

営繕室、給与管理室、行政情報管理室、市町村 営繕室、給与管理室、行政情報管理室、市町村

税制支援室、分権自治推進室、企画総務室、地 税制支援室、市町村振興室、地域生活支援室、

域生活支援室、地域医療推進室、地球温暖化対 地域医療推進室、地球温暖化対策室、環境産業

策室、環境産業育成室、企画推進室、産学金官 育成室、企画推進室、産学官連携推進室、機械

連携室、雇用政策室、障害者就業支援室、企画 素材研究所、食品開発研究所、雇用政策室、企

調整室、地域農業基盤室、林業・林産振興室、 画調整室、地域農業基盤室、林産振興室、水産

水産振興室、用地室及び高速道路推進室の長を 振興室、市場開拓室、地産地消推進室、用地室



いう。 及び高速道路推進室の長をいう。

(13) 総括補佐 組織規則第16条第６項に規定す (13) 総括補佐 組織規則第16条第５項に規定す

る課長補佐（同条第７項の規定により課長補佐 る課長補佐（同条第６項の規定により課長補佐

を２名以上置く場合にあっては、当該課の事務 を２名以上置く場合にあっては、当該課の事務

を総括する課長補佐）をいう。ただし、課長補 を総括する課長補佐）をいう。ただし、課長補

佐を置かない場合にあっては、当該課の長があ 佐を置かない場合にあっては、当該課の長があ

らかじめ定めた上席の職員をいう。 らかじめ定めた上席の吏員をいう。

(14) 部長 鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取

県条例第５号）第13条第２項に規定する部局長

等をいう。

(15) 局長又は課長 それぞれ組織規則第16条第 (14) 部長、局長又は課長 それぞれ組織規則第

５項の規定により置かれる局又は課の長をいう。 16条第１項の規定により置かれる部等、局又は

課の長をいう。

(16) 総合事務所長 鳥取県総合事務所設置条例

（平成15年鳥取県条例第40号）第３条に規定す

る総合事務所長をいう。

(17) 総合事務所内局長 組織規則第156条第４項

の規定により置かれる組織規則第22条の表の第

２欄に掲げる局の長をいう。

（知事の決裁事項） （知事の決裁事項）

第３条 知事の決裁事項は、別表第１から別表第４ 第３条 知事の決裁事項は、別表第１から別表第３

までの事務処理権限の区分の知事の欄に○印によ までの事務処理権限の区分の知事の欄に○印によ

り定めるとおりとする。 り定めるとおりとする。

（専決事項） （専決事項）

第４条 部長、課長及び総括補佐並びに地方機関の 第４条 本庁の部長、課長及び総括補佐並びに地方

長の共通の専決事項は、それぞれ、別表第１の事 機関の長の共通の専決事項は、それぞれ、別表第

務処理権限の区分の専決権者の欄に○印により定 １の事務処理権限の区分の専決権者の欄に○印に

めるとおりとする。ただし、部長の専決事項のう より定めるとおりとする。ただし、本庁の部長の

ち局長が処理することが適当である事項について 専決事項のうち人権局長、庶務集中局長又は水産

は、それぞれ同表の該当する部長の専決事項を局 振興局長が処理することが適当である事項につい

長の専決事項とみなす。 ては、それぞれ同表の該当する本庁の部長の専決

事項を人権局長、庶務集中局長又は水産振興局長

の専決事項とみなす。

２ 部長及び課長の個別の専決事項は、次項に定め ２ 本庁の部長及び課長の個別の専決事項は、次項

るもののほか、それぞれ、別表第２の事務処理権 に定めるもののほか、それぞれ、別表第２の事務

限の区分の専決権者の欄に○印により定めるとお 処理権限の区分の専決権者の欄に○印により定め

りとする。 るとおりとする。

３ 人権局、市場開拓局及び水産振興局の事務に係 ３ 人権局、庶務集中局及び水産振興局の事務に係

る部長、局長及び課長の個別の専決事項は、それ る部長、局長及び課長の個別の専決事項は、それ

ぞれ、別表第３の事務処理権限の区分の専決権者 ぞれ、別表第３の事務処理権限の区分の専決権者

の欄に○印により定めるとおりとする。 の欄に○印により定めるとおりとする。

４ 庶務集中局の事務に係る部長、局長、課長、総

括補佐及び課長補佐等（課長補佐及びこれに相当

する職にあるものをいう。以下同じ。）の個別専



決事項は、それぞれ、別表第４の事務処理権限の

区分の専決権者の欄に○印により定めるとおりと

する。

５ 第１項から前項までの規定にかかわらず、知事 ４ 前３項の規定にかかわらず、知事は、別表第１

は、別表第１から別表第４までに掲げる事項のう から別表第３までに掲げる事項のうち特に必要が

ち特に必要があると認める事項について、下位の あると認める事項について、下位の職員に専決さ

職員に専決させることができる。 せることができる。

６ 第１項から第４項までの規定にかかわらず、課 ５ 第１項から第３項までの規定にかかわらず、本

長は、別表第１から別表第４までに掲げる事項（課 庁の課長は、別表第１から別表第３までに掲げる

長に係るものに限る。）のうち特に必要があると 事項（本庁の課長に係るものに限る。）のうち特

認める事項について、課内室長に専決させること に必要があると認める事項について、課内室長に

ができる。 専決させることができる。

７ 前項の規定により課長が事務を専決させること ６ 前項の規定により本庁の課長が事務を専決させ

とした場合は、速やかに内容を知事に報告するも ることとした場合は、速やかに内容を知事に報告

のとする。 するものとする。

８ 地方機関の長の個別の専決事項は、別表第２か ７ 地方機関の長の個別の専決事項は、別表第２及

ら別表第４までの事務処理権限の区分の専決権者 び別表第３の事務処理権限の区分の専決権者の欄

の欄に○印により定めるとおりとする。この場合 に○印により定めるとおりとする。この場合にお

において、当該事項に係る専決権者は、これらの いて、当該事項に係る専決権者は、これらの表の

表の地方機関の長の名称の欄に掲げる者とする。 地方機関の長の名称の欄に掲げる者とする。

９ 第１項の規定にかかわらず、総合事務所長は、

同項の共通の専決事項のうち、別表第１の一５(一)

(３)イに掲げる事項について、総合事務所内局長

に専決させることができる。

10 総合事務所長は、前項の規定により総合事務所

内局長に専決させることとしたときは、その内容

を速やかに知事に報告するものとする。

（専決事項が重複している場合の措置） （専決事項が重複している場合の措置）

第５条 別表第１に掲げる専決事項と別表第２から 第５条 別表第１に掲げる専決事項と別表第２及び

別表第４までに掲げる専決事項とが重複する場合 別表第３に掲げる専決事項とが重複する場合には、

には、重複する限度において別表第２、別表第３ 重複する限度において別表第２及び別表第３によ

又は別表第４によるものとする。 るものとする。

（委任決裁事項） （委任決裁事項）

第６条 知事は、別表第１から別表第４までの事務 第６条 知事は、別表第１及び別表第２から別表第

処理権限の区分の委任決裁権者の欄に○印により ３までの事務処理権限の区分の委任決裁権者の欄

定めるところにより、その権限に属する事務の一 に○印により定めるところにより、その権限に属

部を当該○印を付けた者に委任する。この場合に する事務の一部を当該○印を付けた者に委任する。

おいて、地方機関にあっては、当該事務に係る委 この場合において、地方機関にあっては、当該事

任決裁権者は、これらの表の地方機関の長の名称 務に係る委任決裁権者は、これらの表の地方機関

の欄に掲げる者とする。 の長の名称の欄に掲げる者とする。

２ 前項の規定にかかわらず、正当決裁権者は、別 ２ 前項の規定にかかわらず、正当決裁権者は、別

表第１から別表第４までに掲げる事項（知事並び 表第１から別表第３までに掲げる事項（知事並び

に部長、局長及び課長に係るものに限る。）のう に本庁の部長、人権局長、庶務集中局長、水産振

ち特に必要があると認める事項について、正当決 興局長及び本庁の課長に係るものに限る。）のう



裁権者があらかじめ定める職員に正当決裁権者の ち特に必要があると認める事項について、正当決

名において決裁させることができる。 裁権者があらかじめ定める職員に正当決裁権者の

名において決裁させることができる。

３ 前項の規定により部長、局長及び課長が事務を ３ 前項の規定により本庁の部長、人権局長、庶務

正当決裁権者の名において決裁させることとした 集中局長、水産振興局長及び本庁の課長が事務を

ときは、その内容を速やかに知事に報告するもの 正当決裁権者の名において決裁させることとした

とする。 ときは、その内容を速やかに知事に報告するもの

とする。

４ 前３項の規定にかかわらず、知事は、別表第１ ４ 前４項の規定にかかわらず、知事は、別表第１

に掲げる事項（公文書に関する事務に限る。）の に掲げる事項（公文書に関する事務に限る。）の

うち特に軽易なものについては、正当決裁権者が うち特に軽易なものについては、正当決裁権者が

あらかじめ定める職員に委任する。 あらかじめ定める職員に委任する。

５ 前各項の規定にかかわらず、工事検査に係る事 ５ 前各項の規定にかかわらず、工事検査に係る事

務は、別表第５の種類の欄に掲げる種類ごとに委 務は、別表第４の種類の欄に掲げる種類ごとに委

任決裁権限の区分の委任決裁権者の欄に○印によ 任決裁権限の区分の委任決裁権者の欄に○印によ

り定める者の個別の委任決裁事項とする。 り定める者の個別の委任決裁事項とする。

（委任決裁事項が重複している場合の措置） （委任決裁事項が重複している場合の措置）

第８条 別表第１に掲げる委任決裁事項と別表第２ 第８条 別表第１に掲げる委任決裁事項と別表第２

から別表第４までに掲げる委任決裁事項とが重複 及び別表第３に掲げる委任決裁事項とが重複する

する場合には、重複する限度において別表第２、 場合には、重複する限度において別表第２及び別

別表第３又は別表第４によるものとする。 表第３によるものとする。

（代決） （代決）

第９条 代決は、正当決裁権者があらかじめ定める 第９条 代決は、正当決裁権者があらかじめ定める

職員が行うことができるほか、次の表の第１欄及 吏員が行うことができるほか、次の表の第１欄及

び第２欄の区分に応じ、それぞれ当該第３欄に掲 び第２欄の区分に応じ、それぞれ当該第３欄に掲

げる第１順位者が行い、正当決裁権者及び第１順 げる第１順位者が行い、正当決裁権者及び第１順

位者がともに不在のときは、それぞれ当該第４欄 位者がともに不在のときは、それぞれ当該第４欄

に掲げる第２順位者が行うことができる。 に掲げる第２順位者が行うことができる。

本庁又は地 正当決裁権者 第１順位者 第２順位 本庁又は地 正当決裁権者 第１順位者 第２順位

方機関の別 者 方機関の別 者

略 略

２ 地方機 略 ２ 地方機 略

関 (３) 総合事 総合事務所 副局長 関 (３) 局長を 局長 副局長

務所長 内局長 置く地方機

関の長

略 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

（類推による専決） （類推による専決）

第11条 別表第１から別表第５までに掲げられてい 第11条 別表第１から別表第４までに掲げられてい

ない事項については、当該事項の内容により専決 ない事項については、当該事項の内容により専決

することが必要であり、かつ、適当であると認め することが必要であり、かつ、適当であると認め

られる場合には、これらの表に掲げられている事 られる場合には、これらの表に掲げられている事

項から類推して専決することができる。 項から類推して専決することができる。



別表第１（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第１（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

共通事項に係る事務処理権限 共通事項に係る事務処理権限

事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分 事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分

専 決 権 者 委任決裁権者 専 決 権 者 委任決裁権者

種 類 内 容 知事 総括地方機 総括地方機 種 類 内 容 知事 総括地方機 総括地方機

部長課長 副知事部長局長課長 部長課長 副知事部長局長課長

補佐関の長 補佐関の長 補佐関の長 補佐関の長

一 公文１～４ 略 一 公文１～４ 略

書に関 書に関

する事５ 通達、申請、進達、 する事５ 通達、申請、進達、

務 副審、通知、照会、 務 副審、通知、照会、

回答、報告、依頼、 回答、報告、依頼、

送付又は督促 送付又は督促

(一) 知事の名にお (一) 知事の名にお

いて処理すること いて処理すること

が適当であるもの が適当であるもの

(１) 特に重要な ○ (１) 特に重要な ○

もの もの

(２) 重要なもの ○ (２) 重要なもの ○

(３) 軽易なもの (３) 軽易なもの

イ 法令により ○ ○ イ 法令により ○ ○

知事の名にお 知事の名にお

いて処理する いて処理する

ことが求めら ことが求めら

れる定型文書 れる定型文書

（源泉徴収票、 （報酬等の支

報酬等の支払 払調書及び公

調書及び公用 用車の継続検

車の継続検査 査申請書に限

申請書に限 る。）

る。）

ロ イ以外のも ○ ロ イ以外のも ○

の の

(二) (一)以外のも (二) (一)以外のも

の の

(１) 地方機関の ○ (１) 地方機関の ○

長に委任された 長に委任された

事務に係るもの 事務に係るもの

(２) (１)以外の (２) (１)以外の

事務に係るもの 事務に係るもの

イ 重要なもの ○ イ 重要なもの ○

ロ イのうち局 ○ ロ イのうち局 ○

長の名におい 長の名におい

て処理するこ て処理するこ

とが適当であ とが適当であ

るもの るもの

ハ 軽易なもの ○ ハ 軽易なもの ○

６～８ 略 ６～８ 略

二 略 二 略

三 組織１ 略 三 組織１ 略

及び人 及び人

事管理 事管理２ 職員の分限（心身 ○

に関す に関す の故障による休職を

る事務 る事務 除く。）又は懲戒に

係る処分

２ 略 ３ 略

３ 略 ４ 略

５ 労働協約の締結 ○

４ 略 ６ 略

７ 職員団体の業務に ○

専ら従事する職員に

係る事務のうち次に

掲げるもの

(一) 専従休暇の承

認

(二) 職務復帰の許

可

(三) 専従休暇の取

消し

５ 略 ８ 略

６ 略 ９ 略



７ 略 10 略

８ 略 11 略

９ 略 12 略

10 略 13 略

11 略 14 略

12 略 15 略

13 略 16 略

14 略 17 略

18 所属職員の児童手 ○ ○

当の受給資格及びそ

の額の認定。ただし、

本庁（自治研修所、

衛生環境研究所、消

費生活センター、産

業技術センター及び

農業大学校を除く。）

に所属する職員に係

るものを除く。

15 略 19 略

16 略 20 略

四～六 略 四～六 略

七 補助１ 略 七 補助１ 略

金及び 金及び

会計に２ 会計に関する事務 会計に２ 会計に関する事務

関する (一) 地方機関に令 ○ 関する (一) 地方機関に令 ○

事務 達された予算の執 事務 達された予算の執

行その他地方機関 行その他地方機関

における会計に関 における会計に関

する事務 する事務

(二) 本庁における (二) 本庁における

会計に関する事務 会計に関する事務

(１) 支出負担行 (１) 支出負担行

為(地方自治法 為（地方自治法

施行令第160条 施行令第160条

の２第２号に掲 の２第２号に掲

げる経費の債務 げる経費の債務

が確定する前に が確定する前に

包括的に行う支 包括的に行う支

出負担行為を除 出負担行為を除

く。） く。）

イ １件2,000 イ １件2,000

万円以上のも 万円以上のも

の の

(イ) 部長が ○ (イ) 部長が ○

別に定める 別に定める

もの もの

(ロ) (イ)以 ○ (ロ) (イ)以 ○

外のもの 外のもの

ロ １件2,000 ○ ロ １件2,000 ○

万円未満のも 万円未満のも

の の

(２) 支出命令 (２) 支出命令

（地方自治法施 (地方自治法施

行令第160条の 行令第160条の

２第２号に掲げ ２第２号に掲げ

る経費の債務が る経費の債務が

確定する前に包 確定する前に包

括的に行う支出 括的に行う支出

負担行為を除 負担行為を除

く。） く。）

イ １件1,000 ○ イ １件1,000 ○

万円以上のも 万円以上のも

の の

ロ １件1,000 ○ ロ １件1,000 ○

万円未満のも 万円未満のも

の の

(３) 歳入金の調 (３) 歳入金の調

定 定

イ 事後調定 ○ イ 事後調定 ○

ロ イ以外の歳 ロ イ以外の歳

入金の調定 入金の調定

(イ) 負 担 ○ (イ) 負 担 ○

金、補助金 金、補助金

その他これ その他これ



らに類する らに類する

ものの歳入 ものの歳入

金の調定 金の調定

(ロ) (イ)以 (ロ) (イ)以

外のもの 外のもの

ａ １ 件 ａ １ 件

500万円 500万円

以上の歳 以上の歳

入金の調 入金の調

定 定

(ａ) 部 ○ (ａ) 部 ○

長が別 長が別

に定め に定め

るもの るもの

(ｂ) ○ (ｂ) ○

(ａ)以 (ａ)以

外の歳 外の歳

入金の 入金の

調定 調定

ｂ １ 件 ○ ｂ １ 件 ○

500万円 500万円

未満の歳 未満の歳

入金の調 入金の調

定 定

(４) 寄付金品の ○ (４) 寄付金品の ○

受納 受納

(５) 物品の貸付 (５) 物品の貸付

け又は借受け け又は借受け

イ 更新に係る ○ イ 更新に係る ○

もの もの

ロ イ以外のも ○ ロ イ以外のも ○

の の

(６) 物品の保管 ○ (６) 物品の保管 ○

換え 換え

(７) 廃棄するこ ○

とが適当な物品

の不用の決定及

び処分

(８) 戻入金の調 ○ (７) 戻入金の調 ○

定及び歳入戻出 定及び歳入戻出

金の支出命令 金の支出命令

(９) 歳入歳出外 ○ (８) 歳入歳出外 ○

現金及び有価証 現金及び有価証

券の出納の通知 券の出納の通知

(10) 債権の管理 ○ (９) 債権の管理 ○

に関する必要な に関する必要な

措置の決定 措置の決定

(11) 差し押さえ ○ (10) 差し押さえ ○

られた金銭の供 られた金銭の供

託 託

３ 略 ３ 略

八～十 略 八～十 略

別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

個別事項に係る事務処理権限 個別事項に係る事務処理権限

事 項 事務処理権限の区分 事 項 事務処理権限の区分
所 所

属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の 属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の
長 の 名 称 長 の 名 称

名 種 類 内 容 知事 名 種 類 内 容 知事
地方機関 地方機関 地方機関 地方機関

部長課長 部長課長 部長課長 部長課長
の長 の長 の長 の長

防一～五 略 防一～五 略

災 災

危六 地震防災１ 同法第２条第１ ○ 危

機 対策特別措 項の規定による地 機

管 置法（平成 震防災緊急事業５ 管

理 ７年法律第 箇年計画の作成 理

課 111号）に 課

基づく知事２ 同法第２条第２ ○

の権限に属 項の規定による地

する事務 震防災緊急事業５

箇年計画の作成に

ついての関係市町

村長への意見聴取

３ 同法第２条第３ ○

項の規定による地

震防災緊急事業５

箇年計画の作成に

ついての内閣総理

大臣への協議



消一 消防組織１ 同法第38条の規 ○ 消一 消防組織１ 同法第20条の２ ○

防 法（昭和22 定による消防に関 防 法(昭和22 の規定による消防

課 年法律第 する事項について 課 年法律第 に関する事項につ

226号）に の勧告 226号)に基 いての勧告

基づく知事 づく知事の

の権限に属２ 同法第38条の規 ○ 権限に属す２ 同法第20条の２ ○

する事務 定による消防に関 る事務 の規定による消防

する事項について に関する事項につ

の指導及び助言 いての指導及び助

言

３ 同法第42条第２ ○ ３ 同法第24条第２ ○

項の規定による非 項の規定による非

常事態の場合にお 常事態の場合にお

ける災害の防御の ける災害防禦の措
ぎょ

措置に関する協定 置に関する協定

４ 同法第43条の規 ○ ４ 同法第24条の２ ○

定による非常事態 の規定による非常

の場合における災 事態の場合におけ

害の防御の措置に る災害防禦の措置
ぎょ

関する指示 に関する指示

５ 同法第44条の規 ○ ５ 同法第24条の３ ○

定による非常事態 の規定による非常

の場合における応 事態の場合におけ

援出動等の措置に る応援出動等の措

関する指示 置に関する指示

二～二十三 略 二～二十三 略

総一～八 略 総一～八 略

務 務

課九 略 課九 略

十 鳥取県日１ 同規則第２条第 ○ 日野総合事務

野郡民行政 １項の規定による 所長

参画推進会 公募の告示

議の委員の

公募及び抽

選に関する

規則（平成

14年鳥取県

規則第85

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務

十一 略 十 略

政一 略 政一 略

策 策

法二 行政書士１ 略 法二 行政書士１ 略

務 法（昭和26 務 法（昭和26

室 年法律第４２ 同法第４条の８ ○ 室 年法律第４２ 同法第13条の22 ○

号）に基づ 第２項及び第４条 号）に基づ 第１項の規定によ

く知事の権 の９第２項の規定 く知事の権 る行政書士又は行

限に属する による知事への意 限に属する 政書士法人の事務

事務 見照会に対する回 事務 所の立入検査

答

３ 同法第13条の21 ○

第７項の規定によ

る裁判所への意見

陳述

４ 同法第14条の規 ○ ３ 同法第14条第１ ○

定による行政書士 項の規定による行

が法律に違反した 政書士が法律に違

場合等における戒 反した場合等にお

告、業務の停止又 ける戒告、業務の

は業務の禁止 停止又は業務の禁

止

５ 略 ４ 略

６ 略 ５ 略

７ 同法第14条の２ ○

第３項の規定によ

る行政書士法人の

他の事務所の所在

地を管轄する知事

への通知



８ 同法第14条の４ ○

第１項の規定によ

る日本行政書士連

合会への通知

９ 略 ６ 略

10 略 ７ 略

略 略

教一 学校教育１ 同法第４条第１ ○

育 法（昭和22 項の規定による私

・ 年法律第26 立学校の設置及び

学 号）に基づ 廃止、設置者の変

術 く知事の権 更等の認可

振 限に属する

興 事務 ２ 同法第10条の規 ○

課 定による私立学校

の校長を決定した

旨の届出の受理

３ 同法第13条の規 ○

定による私立学校

の閉鎖の命令

４ 同法第82条の８ ○

第１項の規定によ

る私立の専修学校

の設置及び廃止並

びに設置者の変更

及び目的の変更の

認可

５ 同法第82条の８ ○

の規定による私立

の専修学校の名

称、位置又は学則

の変更等の届出の

受理

６ 同法第82条の11 ○

第１項において準

用する同法第10条

の規定による私立

の専修学校の校長

を決定した旨の届

出の受理

７ 同法第82条の11 ○

第１項において準

用する同法第13条

の規定による私立

の専修学校の閉鎖

の命令

８ 同法第83条第２ ○

項において準用す

る同法第４条第１

項の規定による私

立の各種学校の設

置及び廃止設置者

の変更等の認可

９ 同法第83条第２ ○

項において準用す

る同法第10条の規

定による私立の各

種学校の校長を決

定した旨の届出の

受理

10 同法第83条第２ ○

項において準用す

る同法第13条の規

定による私立の各

種学校の閉鎖の命

令

11 同法第84条の規 ○

定による私立の専

修学校設置又は各

種学校設置の認可

申請の勧告及び教

育の停止命令

二 私立学校１ 同法第６条の規 ○



法（昭和24 定による私立学校

年法律第 に対する教育の調

270号）に 査、統計その他に

基づく知事 関し必要な報告書

の権限に属 の提出の要求

する事務

２ 同法第11条の規 ○

定による私立学校

審議会の委員の候

補者の推薦につい

ての私立学校の教

育一般の改善振興

を図ることを目的

とする団体に対す

る要求

３ 同法第17条の規 ○

定による私立学校

審議会の議事の手

続その他その運営

に関し必要な事項

の承認

４ 同法第26条第２ ○

項（同法第64条第

５項において準用

する場合を含む。）

の規定による学校

法人が行う収益を

目的とする事業の

種類の決定

５ 同法第31条第１ ○

項（同法第64条第

５項において準用

する場合を含む。）

の規定による学校

法人の寄附行為の

認可

６ 同法第32条第１ ○

項（同法第64条第

５項において準用

する場合を含む。）

の規定による学校

法人を設立しよう

とする者が死亡し

た場合における学

校法人の設立の認

可申請事項の設定

７ 同法第45条第１ ○

項（同法第64条第

５項において準用

する場合を含む。）

の規定による学校

法人の寄附行為の

変更の認可

８ 同法第49条（同 ○

法第64条第５項に

おいて準用する場

合を含む。）におい

て準用する民法第

56条又は第57条の

規定による学校法

人の仮理事又は特

別代理人の選任

９ 同法第50条第２ ○

項（同法第64条第

５項において準用

する場合を含む。）

の規定による学校

法人の解散の認可

又は認定

10 同法第50条第４ ○

項（同法第64条第

５項において準用

する場合を含む。）

の規定による学校

法人の解散の届出

の受理

11 同法第52条第２ ○

項（同法第64条第



５項において準用

する場合を含む。）

の規定による学校

法人の合併の認可

12 同法第58条（同 ○

法第64条第５項に

おいて準用する場

合を含む。）におい

て準用する民法第

77条第４項の規定

による清算中に就

職した清算人の氏

名等の届出の受理

13 同法第58条（同 ○

法第64条第５項に

おいて準用する場

合を含む。）におい

て準用する民法第

83条の規定による

清算人の清算結了

の届出の受理

14 同法第61条第１ ○

項（同法第64条第

５項において準用

する場合を含む。）

の規定による学校

法人が行う収益を

目的とする事業の

停止命令

15 同法第62条第１ ○

項（同法第64条第

５項において準用

する場合を含む。）

の規定による学校

法人の解散命令

16 同法第64条第１ ○

項において準用す

る同法第６条の規

定による私立専修

学校又は私立各種

学校に対する教育

の調査、統計その

他に関し必要な報

告書の提出の要求

17 同法第64条第６ ○

項の規定による学

校法人の組織変更

の認可

三 私立学校１ 同法第12条第１ ○

振興助成法 号の規定による学

（昭和50年 校法人の業務又は

法律第61 会計の状況に関す

号）に基づ る報告の徴収等

く知事の権

限に属する２ 同法第14条第２ ○

事務 項の規定による学

校法人の財務計算

に関する書類及び

収支予算書の届出

の受理

３ 同法第14条第３ ○

項の規定による監

査報告書に記載す

る事項の指定及び

監査報告書の添付

を要しない場合の

許可

四 教育職員１ 同法第14条の規 ○

免許法（昭 定による授与権者

和24年法律 への通知

第147号）

に基づく知

事の権限に

属する事務

管一～五 略 管一～五 略

財 財

課六 営繕工事１ 営繕工事に係る 課六 営繕工事１ 営繕工事に係る



に係る知事 起工の決定 に係る知事 起工の決定

の権限に属 (一) 請負対象設 ○ の権限に属 (一) 請負対象設 ○

する事務 計金額（請負契 する事務 計金額（請負契

約の対象となる 約の対象となる

部分の設計金額 部分の設計金額

をいう。管財課 をいう。管財課

の項の六及び七 の項の六及び七

において同じ。） において同じ。）

が５億円以上の が５億円以上の

工事に係るもの 工事に係るもの

(二) 請負対象設 (二) 請負対象設

計金額が５億円 計金額が５億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 工事費が ○ (１) 工事費が ○

２億円以上の ２億円以上の

工事に係るも 工事に係るも

の の

(２) 工事費が (２) 工事費が

２億円未満の ２億円未満の

工事に係るも 工事に係るも

の の

イ 建築工事 イ 建築工事

に係るもの に係るもの

(イ) 営繕 ○ (イ) 工事 ○

費に係る 費が１億

本庁舎等 円以上の

（本庁舎、 工事に係

第二庁舎、 るもの

議会棟、、

知事公舎、

県外施設

及び本庁

発注工事

に密接な

関係があ

り、工事

の性質上

地方機関

で発注す

ることが

適当でな

いもの。

管財課の

項六及び

七におい

て同じ。）

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)以 (ロ) 工事

外のもの 費が１億

円未満の

工事に係

るもの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎及び

議会棟

の工事

に係る

もの

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係



るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事 ロ 設備工事

に係るもの に係るもの

(イ) 工事 ○ (イ) 工事 ○

費が6,000 費が2,000

万円以上 万円以上

の工事に の工事に

係るもの 係るもの

(ロ) 工事 (ロ) 工事

費が6,000 費が2,000

万円未満 万円未満

の工事に の工事に

係るもの 係るもの

ａ 営繕 ○ ａ 営繕 ○

費に係 費に係

る本庁 る本庁

舎等の 舎及び

工事に 議会棟

係るも の工事

の に係る

もの

ｂ ａ以 ｂ ａ以

外のも 外のも

の の

(ａ) ○ 東部総合事務 (ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長 東部 所長

総合 総合

事務 事務

所及 所及

び八 び八

頭総 頭総

合事 合事

務所 務所

の所 の所

管区 管区

域に 域に

係る 係る

もの もの

(ｂ) ○ 中部総合事務 (ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長 中部 所長

総合 総合

事務 事務

所の 所の

所管 所管

区域 区域

に係 に係

るも るも

の の



(ｃ) ○ 西部総合事務 (ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長 西部 所長

総合 総合

事務 事務

所及 所及

び日 び日

野総 野総

合事 合事

務所 務所

の所 の所

管区 管区

域に 域に

係る 係る

もの もの

２ 営繕工事に係る ２ 営繕工事に係る

設計の変更 設計の変更

(一) 請負対象設 (一) 請負対象設

計金額が５億円 計金額が５億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(１) 契約金額 ○ (１) 契約金額 ○

の２割以上の の２割以上の

増減を伴うも 増減を伴うも

の の

(２) (１)以外 ○ (２) (１)以外 ○

のもの のもの

(二) 請負対象設 (二) 請負対象設

計金額が５億円 計金額が５億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 工事費が ○ (１) 工事費が ○

２億円以上の ２億円以上の

工事に係るも 工事に係るも

の の

(２) 工事費が (２) 工事費が

２億円未満の ２億円未満の

工事に係るも 工事に係るも

の の

イ 建築工事 イ 建築工事

に係るもの に係るもの

(イ) 営繕 ○ (イ) 工事 ○

費に係る 費が１億

本庁舎等 円以上の

の工事に 工事に係

係るもの るの

(ロ) (イ) (ロ) 工事

以外のも 費が１億

の 円未満の

工事に係

るもの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎及び

議会棟

の工事

に係る

もの

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務



西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事 ロ 設備工事

に係るもの に係るもの

(イ) 工事 ○ (イ) 工事 ○

費が6,000 費が2,000

万円以上 万円以上

の工事に の工事に

係るもの 係るもの

(ロ) 工事 (ロ) 工事

費が6,000 費が2,000

万円未満 万円未満

の工事に の工事に

係るもの 係るもの

ａ 営繕 ○ ａ 営繕 ○

費に係 費に係

る本庁 る本庁

舎等の 舎及び

工事に 議会棟

係るも の工事

の に係る

もの

ｂ ａ以 ｂ ａ以

外のも 外のも

の の

(ａ) ○ 東部総合事務 (ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長 東部 所長

総合 総合

事務 事務

所及 所及

び八 び八

頭総 頭総

合事 合事

務所 務所

の所 の所

管区 管区

域に 域に

係る 係る

もの もの

(ｂ) ○ 中部総合事務 (ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長 中部 所長

総合 総合

事務 事務

所の 所の

所管 所管

区域 区域

に係 に係

るも るも

の の

(ｃ) ○ 西部総合事務 (ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長 西部 所長

総合 総合



事務 事務

所及 所及

び日 び日

野総 野総

合事 合事

務所 務所

の所 の所

管区 管区

域に 域に

係る 係る

もの もの

３ 営繕工事に係る ３ 営繕工事に係る

請負契約の締結を 請負契約の締結を

随意契約の方法に 随意契約の方法に

よることの決定（３ よることの決定（３

の２の場合を除 の２の場合を除

く。） く。）

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が５億円 計金額が５億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 (二) 請負対象設

計金額が５億円 計金額が５億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 工事費が ○ (１) 工事費が ○

２億円以上の ２億円以上の

工事に係るも 工事に係るも

の の

(２) 工事費が (２) 工事費が

２億円未満の ２億円未満の

工事に係るも 工事に係るも

の の

イ 建築工事 イ 建築工事

に係るもの に係るもの

(イ) 営繕 ○ (イ) 工事 ○

費に係る 費が１億

本庁舎等 円以上の

の工事に 工事に係

係るもの るもの

(ロ) (イ) (ロ) 工事

以外のも 費が１億

の 円未満の

工事に係

るもの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎及び

議会棟

の工事

に係る

もの

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域係

るも

の

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日



野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事 ロ 設備工事

に係るもの に係るもの

(イ) 工事 ○ (イ) 工事 ○

費が6,000 費が2,000

万円以上 万円以上

の工事に の工事に

係るもの 係るもの

(ロ) 工事 (ロ) 工事

費が6,000 費が2,000

万円未満 万円未満

の工事に の工事に

係るもの 係るもの

ａ 営繕 ○ ａ 営繕 ○

費に係 費に係

る本庁 る本庁

舎等の 舎及び

工事に 議会棟

係るも の工事

の に係る

もの

ｂ ａ以 ｂ ａ以

外のも 外のも

の の

(ａ) ○ 東部総合事務 (ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長 東部 所長

総合 総合

事務 事務

所及 所及

び八 び八

頭総 頭総

合事 合事

務所 務所

の所 の所

管区 管区

域に 域に

係る 係る

もの もの

(ｂ) ○ 中部総合事務 (ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長 中部 所長

総合 総合

事務 事務

所の 所の

所管 所管

区域 区域

に係 に係

るも るも

の の

(ｃ) ○ 西部総合事務 (ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長 西部 所長

総合 総合

事務 事務

所及 所及

び日 び日

野総 野総

合事 合事



務所 務所

の所 の所

管区 管区

域に 域に

係る 係る

もの もの

３の２ 営繕工事に ３の２ 営繕工事に

係る請負契約の締 係る請負契約の締

結を随意契約の方 結を随意契約の方

法によることの決 法によることの決

定（技術提案型の 定（技術提案型の

随意契約の場合に 随意契約の場合に

限る。） 限る。）

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が２億円 計金額が２億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 ○

計金額が１億円

以上２億円未満

の工事に係るも

の

(二) 請負対象設 (三) 請負対象設

計金額が２億円 計金額が１億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 営繕費に ○ (１) 営繕費に ○

係る本庁舎等 係る本庁舎及

の工事に係る び議会棟の工

もの 事に係るもの

(２) (１)以外 (２) (１)以外

のもの のもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務 イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

八頭総合事 八頭総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務 ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長 事務所の所 所長

管区域に係 管区域に係

るもの るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務 ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

日野総合事 日野総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

４ 営繕工事に係る ４ 営繕工事に係る

請負契約の締結の 請負契約の締結の

決定 決定

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が２億円 計金額が２億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 (二) 請負対象設

計金額が２億円 計金額が２億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 建築工事 (１) 建築工事

に係るもの に係るもの

イ 営繕費に ○ イ 工事費が ○

係る本庁舎 １億円以上

等の工事に の工事に係

係るもの るもの

ロ イ以外の ロ 工事費が

もの １億未満の

工事に係る

もの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎及

び議会棟

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区



域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事 (２) 設備工事

に係るもの に係るもの

イ 請負対象 ○ イ 請負対象 ○

設計金額が 設計金額が

6,000万円以 2,000万円以

上の工事に 上の工事に

係るもの 係るもの

ロ 請負対象 ロ 請負対象

設計金額が 設計金額が

6,000万円未 2,000万円未

満の工事に 満の工事に

係るもの 係るもの

(イ) 営繕 ○ (イ) 営繕 ○

費に係る 費に係る

本庁舎等 本庁舎及

の工事に び議会棟

係るもの の工事に

係るもの

(ロ) (イ) (ロ) (イ)

以外のも 以外のも

の の

ａ 東部 ○ 東部総合事務 ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び八頭 び八頭

総合事 総合事

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務 ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務 ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び日野 び日野

総合事 総合事

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

５ 営繕工事に係る ５ 営繕工事に係る

土地、水面等の測 土地、水面等の測

量及び調査 量及び調査

(一) 契約の対象 ○ (一) 契約の対象 ○

となる部分の金 となる部分の金



額が１億円以上 額が１億円以上

の工事に係るも の工事に係るも

の の

(二) 契約の対象 ○ (二) 契約の対象 ○

となる部分の金 となる部分の金

額が5,000万円 額が5,000万円

以上１億円未満 以上１億円未満

の工事に係るも の工事に係るも

の の

(三) 契約の対象 (三) 契約の対象

となる部分の金 となる部分の金

額が5,000万円未 額が5,000万円未

満の工事に係る 満の工事に係る

もの もの

(１) 契約の対 ○ (１) 契約の対 ○

象となる部分 象となる部分

の金額が4,000 の金額が4,000

万円以上の工 万円以上の工

事に係るもの 事に係るもの

(２) 契約の対 (２) 契約の対

象となる部分 象となる部分

の金額が4,000 の金額が4,000

万円未満の工 万円未満の工

事に係るもの 事に係るもの

イ 営繕費に ○ イ 営繕費に ○

係る本庁舎 係る本庁舎

等の工事に 及び議会棟

係るもの の工事に係

るもの

ロ イ以外の ロ イ以外の

もの もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務 (イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長 総合事務 所長

所及び八 所及び八

頭総合事 頭総合事

務所の所 務所の所

管区域に 管区域に

係るもの 係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務 (ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長 総合事務 所長

所の所管 所の所管

区域に係 区域に係

るもの るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務 (ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長 総合事務 所長

所及び日 所及び日

野総合事 野総合事

務所の所 務所の所

管区域に 管区域に

係るもの 係るもの

６ 営繕工事に係る ６ 営繕工事に係る

設計又は監督の委 設計又は監督の委

託の決定 託の決定

(一) 契約の対象 ○ (一) 契約の対象 ○

となる部分の金 となる部分の金

額が１億円以上 額が１億円以上

の工事に係るも の工事に係るも

の の

(二) 契約の対象 ○ (二) 契約の対象 ○

となる部分の金 となる部分の金

額が5,000万円以 額が5,000万円以

上１億円未満の 上１億円未満の

工事に係るもの 工事に係るもの

(三) 契約の対象 (三) 契約の対象

となる部分の金 となる部分の金

額が5,000万円未 額が5,000万円未

満の工事に係る 満の工事に係る

もの もの

(１) 契約の対 ○ (１) 契約の対 ○

象となる部分 象となる部分

の金額が500万 の金額が500万

円以上の工事 円以上の工事

に係るもの に係るもの

(２) 契約の対 (２) 契約の対

象となる部分 象となる部分

の金額が500万 の金額が500万

円未満の工事 円未満の工事

に係るもの に係るもの

イ 営繕費に ○ イ 営繕費に ○

係る本庁舎 係る本庁舎

等の工事に 及び議会棟

係るもの の工事に係

るもの

ロ イ以外の ロ イ以外の

もの もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務 (イ) 東部 ○ 東部総合事務



総合事務 所長 総合事務 所長

所及び八 所及び八

頭総合事 頭総合事

務所の所 務所の所

管区域に 管区域に

係るもの 係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務 (ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長 総合事務 所長

所の所管 所の所管

区域に係 区域に係

るもの るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務 (ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長 総合事務 所長

所及び日 所及び日

野総合事 野総合事

務所の所 務所の所

管区域に 管区域に

係るもの 係るもの

７ 略 ７ 略

８ 営繕工事に係る ８ 営繕工事に係る

一般競争入札又は 一般競争入札又は

指名競争入札の執 指名競争入札の執

行 行

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が２億円 計金額が２億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 (二) 請負対象設

計金額が２億円 計金額が２億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 建築工事 (１) 建築工事

に係るもの に係るもの

イ 営繕費に ○ イ 営繕費に ○

係る本庁舎 係る本庁舎

等の工事に 及び議会棟

係るもの の工事に係

るもの

ロ イ以外の ロ イ以外の

もの もの

(イ) 請負 ○

対象設計

金額が１

億円以上

の工事に

係るもの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務 (ロ) 請負 ○ 東部総合事務

総合事務 所長 対象設計 所長

所及び八 金額が１

頭総合事 億円未満

務所の所 の工事に

管区域に 係るもの

に係るも で東部総

の 合事務所

及び八頭

総合事務

所の所管

区域に係

るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務 (ハ) 請負 ○ 中部総合事務

総合事務 所長 対象設計 所長

所の所管 金額が１

区域に係 億円未満

るもの の工事に

係るもの

で中部総

合事務所

の所管区

域に係る

もの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務 (ニ) 請負 ○ 西部総合事務

総合事務 所長 対象設計 所長

所及び日 金額が１

野総合事 億円未満

務所の所 の工事に

管区域に 係るもの

係るもの で西部総

合事務所

及び日野

総合事務

所の所管

区域に係

るもの

(２) 設備工事 (２) 設備工事

に係るもの に係るもの



イ 請負対象 ○ イ 請負対象 ○

設計金額が 設計金額が

6,000万円以 2,000万円以

上の工事に 上の工事に

係るもの 係るもの

ロ 請負対象 ロ 請負対象

設計金額が 設計金額が

6,000万円未 2,000万円未

満の工事に 満の工事に

係るもの 係るもの

(イ) 営繕 ○ (イ) 営繕 ○

費に係る 費に係る

本庁舎等 本庁舎及

の工事に び議会棟

係るもの の工事に

係るもの

(ロ) (イ) (ロ) (イ)

以外のも 以外のも

の の

ａ 東部 ○ 東部総合事務 ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び八頭 び八頭

総合事 総合事

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務 ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務 ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び日野 び日野

総合事 総合事

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

９ 略 ９ 略

七 営繕工事１ 同規則第５条第 七 営繕工事１ 同規則第５条第

に係る鳥取 １項又は第２項の に係る鳥取 １項又は第２項の

県建設工事 規定による契約書 県建設工事 規定による契約書

執行規則 の作成 執行規則 の作成

（昭和48年 (一) 建築工事に （昭和48年 (一) 建築工事に

鳥取県規則 係るもの 鳥取県規則 係るもの

第66号）に (１) 営繕費に ○ 第66号）に (１) 営繕費に ○

基づく知事 係る本庁舎等 基づく知事 係る本庁舎及

の権限に属 の工事に係る の権限に属 び議会棟の工

する事務 もの する事務 事に係るもの

(２) 請負対象 (２) 請負対象

設計金額(請負 設計金額(請負

契約の締結後 契約の締結後

請負対象設計 請負対象設計

金額を変更し 金額を変更し

た場合にあっ た場合にあっ

ては、当初の ては、当初の

請負対象設計 請負対象設計

金額。(３)及 金額。以下(３)

び(二)におい 及び(二)にお

て同じ。）が２ いて同じ。）が

億円以上の工 １億円以上の

事に係るもの 工事に係るも

の

イ 東部総合 ○ 東部総合事務 イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

八頭総合事 八頭総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務 ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長 事務所の所 所長

管区域に係 管区域に係

るもの るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務 ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

日野総合事 日野総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

(３) 請負対象 (３) 請負対象



設計金額が２ 設計金額が１

億円未満の工 億円未満の工

事に係るもの 事に係るもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務 イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

八頭総合事 八頭総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務 ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長 事務所の所 所長

管区域に係 管区域に係

るもの るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務 ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

日野総合事 日野総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

(二) 設備工事に (二) 設備工事に

係るもの 係るもの

(１) 営繕費に ○ (１) 営繕費に ○

係る本庁舎等 係る本庁舎及

の工事に係る び議会棟の工

もの 事に係るもの

(２) 請負対象 (２) 請負対象

設計金額が 設計金額が

6,000万円以上 2,000万円以上

の工事に係る の工事に係る

もの もの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務 イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

八頭総合事 八頭総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務 ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長 事務所の所 所長

管区域に係 管区域に係

るもの るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務 ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

日野総合事 日野総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

(３) 請負対象 (３) 請負対象

設計金額が 設計金額が

6,000万円未満 2,000万円未満

の工事に係る の工事に係る

もの もの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務 イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

八頭総合事 八頭総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務 ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長 事務所の所 所長

管区域に係 管区域に係

るもの るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務 ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

日野総合事 日野総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

２ 同規則第14条第 ２ 同規則第14条第

１項(同規則第20条 １項(同規則第20条

及び第23条におい 及び第23条におい

て準用する場合を て準用する場合を

含む。)の規定によ 含む。)の規定によ

る予定価格の決定 る予定価格の決定

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が２億円 計金額が２億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 (二) 請負対象設

計金額が２億円 計金額が２億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 建築工事 (１) 建築工事

に係るもの に係るもの

イ 営繕費に ○ イ 請負対象 ○

係る本庁舎 設計金額が

等の工事に １億円以上



係るもの の工事に係

るもの

ロ イ以外の ロ 請負対象

もの 設計金額が

１億未満の

工事に係る

もの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎及

び議会棟

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事 (２) 設備工事

に係るもの に係るもの

イ 請負対象 ○ イ 請負対象 ○

設計金額が 設計金額が

6,000万円以 2,000万円以

上の工事に 上の工事に

係るもの 係るもの

ロ 請負対象 ロ 請負対象

設計金額が 設計金額が

6,000万円未 2,000万円未

満の工事に 満の工事に

係るもの 係るもの

(イ) 営繕 ○ (イ) 営繕 ○

費に係る 費に係る

本庁舎等 本庁舎及

の工事に び議会棟

係るもの の工事に

係るもの

(ロ) (イ) (ロ) (イ)

以外のも 以外のも

の の

ａ 東部 ○ 東部総合事務 ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び八頭 び八頭

総合事 総合事

務所の 務所の

所管区 所管区



域に係 域に係

るもの るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務 ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務 ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び日野 び日野

総合事 総合事

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

３ 同規則第15条（同 ３ 同規則第15条（同

規則第20条におい 規則第20条におい

て準用する場合を て準用する場合を

含む。）の規定によ 含む。）の規定によ

る最低制限価格の る最低制限価格の

決定 決定

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が２億円 計金額が２億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 (二) 請負対象設

計金額が２億円 計金額が２億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 建築工事 (１) 建築工事

に係るもの に係るもの

イ 営繕費に ○ イ 請負対象 ○

係る本庁舎 設計金額が

等の工事に １億円以上

係るもの の工事に係

るもの

ロ イ以外の ロ 請負対象

もの 設計金額が

１億未満の

工事に係る

もの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎及

び議会棟

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管



区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事 (２) 設備工事

に係るもの に係るもの

イ 請負対象 ○ イ 請負対象 ○

設計金額が 設計金額が

6,000万円以 2,000万円以

上の工事に 上の工事に

係るもの 係るもの

ロ 請負対象 ロ 請負対象

設計金額が 設計金額が

6,000万円未 2,000万円未

満の工事に 満の工事に

係るもの 係るもの

(イ) 営繕 ○ (イ) 営繕 ○

費に係る 費に係る

本庁舎等 本庁舎及

の工事に び議会棟

係るもの の工事に

係るもの

(ロ) (イ) (ロ) (イ)

以外のも 以外のも

の の

ａ 東部 ○ 東部総合事務 ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び八頭 び八頭

総合事 総合事

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務 ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務 ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び日野 び日野

総合事 総合事

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

４ 同規則第19条第 ４ 同規則第19条第

１項の規定による １項の規定による

入札参加者の指名 入札参加者の指名

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が２億円 計金額が１億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 (二) 請負対象設

計金額が２億円 計金額が１億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 建築工事 (１) 建築工事

に係るもの に係るもの

イ 営繕費に ○ イ 営繕費に ○

係る本庁舎 係る本庁舎

等の工事に 及び議会棟

係るもの の工事に係

るもの

ロ イ以外の ロ イ以外の

もの もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務 (イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長 総合事務 所長

所及び八 所及び八

頭総合事 頭総合事

務所の所 務所の所

管区域に 管区域に

係るもの 係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務 (ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長 総合事務 所長

所の所管 所の所管

区域に係 区域に係

るもの るもの



(ハ) 西部 ○ 西部総合事務 (ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長 総合事務 所長

所及び日 所及び日

野総合事 野総合事

務所の所 務所の所

管区域に 管区域に

係るもの 係るもの

(２) 設備工事 (２) 設備工事

に係るもの に係るもの

イ 請負対象 ○ イ 請負対象 ○

設計金額が 設計金額が

6,000万円以 2,000万円以

上の工事に 上の工事に

係るもの 係るもの

ロ 請負対象 ロ 請負対象

設計金額が 設計金額が

6,000万円未 2,000万円未

満の工事に 満の工事に

係るもの 係るもの

(イ) 営繕 ○ (イ) 営繕 ○

費に係る 費に係る

本庁舎等 本庁舎及

の工事に び議会棟

係るもの の工事に

係るもの

(ロ) (イ) (ロ) (イ)

以外のも 以外のも

の の

ａ 東部 ○ 東部総合事務 ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び八頭 び八頭

総合事 総合事

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務 ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務 ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び日野 び日野

総合事 総合事

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

５ 同規則第21条第 ５ 同規則第21条第

１項の規定による １項の規定による

見積書の提出者の 見積書の提出者の

決定 決定

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が２億円 計金額が２億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 ○

計金額が１億円

以上２億円未満

の工事に係るも

の

(二) 請負対象設 (三) 請負対象設

計金額が２億円 計金額が１億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 営繕費に ○ (１) 営繕費に ○

係る本庁舎等 係る本庁舎及

の工事に係る び議会棟の工

もの 事に係るもの

(２) (１)以外 (２) (１)以外

のもの のもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務 イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

八頭総合事 八頭総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務 ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長 事務所の所 所長

管区域に係 管区域に係

るもの るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務 ハ 西部総合 ○ 西部総合事務



事務所及び 所長 事務所及び 所長

日野総合事 日野総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

６ 同規則第22条の ６ 同規則第22条の

規定による請負契 規定による請負契

約の相手方の決定 約の相手方の決定

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が２億円 計金額が２億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 ○

計金額が１億円

以上２億円未満

の工事に係るも

の

(二) 請負対象設 (三) 請負対象設

計金額が２億円 計金額が１億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 営繕費に ○ (１) 営繕費に ○

係る本庁舎等 係る本庁舎及

の工事に係る び議会棟の工

もの 事に係るもの

(２) (１)以外 (２) (１)以外

のもの のもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務 イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

八頭総合事 八頭総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務 ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長 事務所の所 所長

管区域に係 管区域に係

るもの るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務 ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長 事務所及び 所長

日野総合事 日野総合事

務所の所管 務所の所管

区域に係る 区域に係る

もの もの

７ 略 ７ 略

８ 同規則第28条の ８ 同規則第28条の

規定による下請負 規定による下請負

者等に関する報告 者等に関する報告

の要求 の要求

(一) 営繕費に係 ○ (一) 営繕費に係 ○

る本庁舎等の工 る本庁舎及び議

事に係るもの 会棟の工事に係

るもの

(二) (一)以外の (二) (一)以外の

もの もの

(１) 東部総合 ○ 東部総合事務 (１) 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び八 所長 事務所及び八 所長

頭総合事務所 頭総合事務所

に係るもの に係るもの

(２) 中部総合 ○ 中部総合事務 (２) 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所に係る 所長 事務所に係る 所長

もの もの

(３) 西部総合 ○ 西部総合事務 (３) 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び日 所長 事務所及び日 所長

野総合事務所 野総合事務所

に係るもの に係るもの

９ 略 ９ 略

10 同規則第30条第 10 同規則第30条第

１項の規定による １項の規定による

工事の監督命令 工事の監督命令

(一) 営繕費に係 ○ (一) 営繕費に係 ○

る本庁舎等の工 る本庁舎及び議

事に係るもの 会棟の工事に係

るもの

(二) (一)以外の (二) (一)以外の

もの もの

(１) 東部総合 ○ 東部総合事務 (１) 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び八 所長 事務所及び八 所長

頭総合事務所 頭総合事務所

に係るもの に係るもの

(２) 中部総合 ○ 中部総合事務 (２) 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所に係る 所長 事務所に係る 所長

もの もの



(３) 西部総合 ○ 西部総合事務 (３) 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び日 所長 事務所及び日 所長

野総合事務所 野総合事務所

に係るもの に係るもの

11 同規則第33条第 11 同規則第33条第

１項及び第２項の １項及び第２項の

規定による措置の 規定による措置の

要求 要求

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が２億円 計金額が１億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 (二) 請負対象設

計金額が２億円 計金額が１億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 建築工事 (１) 建築工事

に係るもの に係るもの

イ 営繕費に ○ イ 営繕費に ○

係る本庁舎 係る本庁舎

等の工事に 及び議会棟

係るもの の工事に係

るもの

ロ イ以外の ロ イ以外の

もの もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務 (イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長 総合事務 所長

所及び八 所及び八

頭総合事 頭総合事

務所の所 務所の所

管区域に 管区域に

係るもの 係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務 (ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長 総合事務 所長

所の所管 所の所管

区域に係 区域に係

るもの るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務 (ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長 総合事務 所長

所及び日 所及び日

野総合事 野総合事

務所の所 務所の所

管区域に 管区域に

係るもの 係るもの

(２) 設備工事 (２) 設備工事

に係るもの に係るもの

イ 請負対象 ○ イ 請負対象 ○

設計金額が 設計金額が

6,000万円以 2,000万円以

上の工事に 上の工事に

係るもの 係るもの

ロ 請負対象 ロ 請負対象

設計金額が 設計金額が

6,000万円未 2,000万円未

満の工事に 満の工事に

係るもの 係るもの

(イ) 営繕 ○ (イ) 営繕 ○

費に係る 費に係る

本庁舎等 本庁舎及

の工事に び議会棟

係るもの の工事に

係るもの

(ロ) (イ) (ロ) (イ)

以外のも 以外のも

の の

ａ 東部 ○ 東部総合事務 ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び八頭 び八頭

総合事 総合事

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務 ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所の 務所の

所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務 ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長 総合事 所長

務所及 務所及

び日野 び日野

総合事 総合事

務所の 務所の



所管区 所管区

域に係 域に係

るもの るもの

12 同規則第36条第 12 同規則第36条第

７項、第37条後段、 ７項、第37条後段、

第39条第５項、第 第39条第５項、第

40条後段及び第40 40条後段及び第40

条の２第３項の規 条の２第３項の規

定による工期又は 定による工期又は

請負代金の額の変 請負代金の額の変

更 更

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が５億円 計金額が５億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 (二) 請負対象設

計金額が５億円 計金額が５億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 工事費が ○ (１) 工事費が ○

２億円以上の ２億円以上の

工事に係るも 工事に係るも

の の

(２) 工事費が (２) 工事費が

２億円未満の ２億円未満の

工事に係るも 工事に係るも

の の

イ 工期の変 イ 工期の変

更 更

(イ) 建築 (イ) 建築

工事に係 工事に係

るもの るもの

ａ 請負 ○

対象設

計金額

が１億

円以上

の工事

に係る

もの

ｂ 請負

対象設

計金額

が１億

円未満

の工事

に係る

もの

(ａ) ○

営繕

費に

係る

本庁

舎及

び議

会棟

の工

事に

係る

もの

(ｂ)

(ａ)

以外

のも

の

Ⅰ ○ 東部総合事務

東 所長

部

総

合

事

務

所

及

び

八

頭

総

合

事

務

所

の

所

管

区



域

に

係

る

も

の

Ⅱ ○ 中部総合事務

中 所長

部

総

合

事

務

所

の

所

管

区

域

に

係

る

も

の

Ⅲ ○ 西部総合事務

西 所長

部

総

合

事

務

所

及

び

日

野

総

合

事

務

所

の

所

管

区

域

に

係

る

も

の

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長



総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ロ) 設備 (ロ) 設備

工事に係 工事に係

るもの るもの

ａ 請負 ○ ａ 請負 ○

対象設 対象設

計金額 計金額

が6,000 が2,000

万円以 万円以

上の工 上の工

事に係 事に係

るもの るもの

ｂ 請負 ｂ 請負

対象設 対象設

計金額 計金額

が6,000 が2,000

万円未 万円未

満の工 満の工

事に係 事に係

るもの るもの

(ａ) ○ (ａ) ○

営繕 営繕

費に 費に

係る 係る

本庁 本庁

舎等 舎及

の工 び議

事に 会棟

係る の工

もの 事に

係る

もの

(ｂ) (ｂ)

(ａ) (ａ)

以外 以外

のも のも

の の

Ⅰ ○ 東部総合事務 Ⅰ ○ 東部総合事務

東 所長 東 所長

部 部
総 総
合 合
事 事
務 務
所 所
及 及
び び
八 八
頭 頭
総 総
合 合
事 事
務 務
所 所
の の
所 所
管 管
区 区
域 域
に に
係 係
る る
も も
の の

Ⅱ ○ 中部総合事務 Ⅱ ○ 中部総合事務

中 所長 中 所長

部 部
総 総
合 合
事 事
務 務
所 所
の の
所 所
管 管
区 区
域 域
に に
係 係
る る

も も
の の



Ⅲ ○ 西部総合事務 Ⅲ ○ 西部総合事務

西 所長 西 所長

部 部

総 総

合 合

事 事

務 務

所 所

及 及

び び

日 日

野 野

総 総

合 合

事 事

務 務

所 所

の の

所 所

管 管

区 区

域 域

に に

係 係

る る

も も

の の

ロ 請負代金 ○ ロ 請負代金 ○

の変更 の変更

13 略 13 略

14 同規則第39条第 14 同規則第39条第

４項の規定による ４項の規定による

工事の内容の変更 工事の内容の変更

等 等

(一) 請負対象設 ○ (一) 請負対象設 ○

計金額が５億円 計金額が５億円

以上の工事に係 以上の工事に係

るもの るもの

(二) 請負対象設 (二) 請負対象設

計金額が５億円 計金額が５億円

未満の工事に係 未満の工事に係

るもの るもの

(１) 工事費が ○ (１) 工事費が ○

２億円以上の ２億円以上の

工事に係るも 工事に係るも

の の

(２) 工事費が (２) 工事費が

２億円未満の ２億円未満の

工事に係るも 工事に係るも

の の

イ 建築工事 イ 建築工事

に係るもの に係るもの

(イ) 営繕 ○ (イ) 工事 ○

費に係る 費が１億

本庁舎等 円以上の

の工事に 工事に係

係るもの るもの

(ロ) (イ) (ロ) 工事

以外のも 費が１億

の 円未満の

工事に係

るもの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎及び

議会棟

の工事

に係る

もの

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に


